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序     文 
 
ドミニカ共和国サント・ドミンゴ首都圏では、年間約250万人の観光客が訪れることもあり、1

日1人あたりのゴミ排出量は先進国並みの約1.26kg（2005年）とされています。サント・ドミンゴ
首都圏では急速に進む都市化により大気汚染や水質汚染など多くの都市型環境問題を抱えていま

すが、そのなかでも廃棄物問題は解決すべき緊急の課題として挙げられています。そのなかでサ

ント・ドミンゴ特別区は最も多くの人口を占め、かつ最も都市化が進んでおり、深刻な廃棄物問

題を抱えていました。 
ドミニカ共和国政府の要請に基づき、わが国政府は独立行政法人国際協力機構を通じて、2005

年7月から2007年3月にかけ、開発調査「サント・ドミンゴ廃棄物総合管理計画調査」を実施し、
2015年を目標年次とする廃棄物総合管理計画マスタープラン（M/P）を策定いたしました。この
M/Pに基づき、サント・ドミンゴ特別区は自助努力による清掃条例の制定、収集・運搬体制の整備
等M/Pの実行に努めてきました。一方で、技術、知識、経験の不足から減量化等M/Pで提案された
改善提案のなかで未だ解決できていない課題もみられることから、サント・ドミンゴ特別区区役

所はM/Pで示された適正な廃棄物管理を実現するために、廃棄物管理の技術協力プロジェクトをド
ミニカ共和国政府を通じてわが国政府に要請してきました。 
これを受けて、JICAは、プロジェクト開始に向けた協議を行うため、2008年9月13日から10月4

日まで、JICA国際協力専門員 天野史郎を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣し、協議
議事録（M/M）の署名を取り交わしました。また、2009年2月25日にはサント・ドミンゴ特別区区
長とJICAドミニカ共和国事務所長の間で討議議事録（R/D）の署名が取り交わされました。 
本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力プロジェ

クト実施にあたって、関係方面に広く活用されることを願うものです。 
ここに調査団各位をはじめ、調査にご協力頂いた、外務省、環境省、在ドミニカ共和国日本国

大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願

い申し上げます。 
 
平成21年2月 

 
独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 中川 聞夫 
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－1－ 

第１章 調査の概要 
 
１－１ 要請の背景 
ドミニカ共和国サント・ドミンゴ首都圏（以下、「首都圏」と記す）はサント・ドミンゴ特別区

（以下、「特別区」と記す）、サント・ドミンゴ東市、サント・ドミンゴ西市、サント・ドミンゴ

北市、ボカチカ市の5市からなり、面積1,740km2、人口約300万人である。首都圏には年間約250万
人の観光客が訪れることもあり、1日1人あたりのゴミ排出量は先進国並みの約1.26kgである（2005
年）。首都圏は急速に進む都市化により大気汚染や水質汚染など多くの都市型環境問題を抱えるが、

そのなかでも廃棄物問題は解決すべき緊急の課題として挙げられている。首都圏のなかで特別区

は面積93.5km2、人口約100万人を占め、最も都市化が進み、かつ廃棄物問題も深刻であることから、
首都圏の他の自治体に先駆けて廃棄物問題への取り組みを進めている。 
かかる状況下でJICAは2005年7月より特別区を対象地域とした開発調査「サント・ドミンゴ廃棄

物総合管理計画調査」を実施し、2015年を目標年次とし、（1）品質の高いごみ収集サービスの提
供（ごみ収集率100％）、（2）衛生埋め立て処分の確立、（3）発生抑制、リサイクル等の推進によ
る減量化の推進（減量化率15％）、（4）財政健全化（一般財源への依存率を30～50％とする）の4
つを目標とする｢廃棄物総合管理計画（マスタープラン）」（M/P）を策定するとともに、収集改善、
医療廃棄物管理改善等のパイロットプロジェクトを実施し、特別区区役所（ADN）のキャパシテ
ィ・ディベロップメントを図った。また調査団の支援によりドミニカ共和国初の清掃条例がつく

られ、2006年8月には区議会の承認を得、開発調査の実施により特別区の廃棄物にかかる基本計画
（M/P）及び法的枠組み（清掃条例）が整備された。さらに、ADNはパイロットプロジェクトを通
して得られた知識・経験を生かし、効率的・効果的な収集サービスを独力で展開できるレベルに

達している。また、開発調査での経験を生かし廃棄物管理、財務管理に係るデータ収集・管理体

制の整備、財務健全化等にも取り組んでいる。 
一方で、技術、知識、経験の不足から、減量化等M/Pで提案された改善提案のなかで未だ解決で

きていない課題もみられることから、ADNはM/Pで示された適正な廃棄物管理を実現するために、
廃棄物管理の技術協力プロジェクトをドミニカ共和国政府を通じてわが国政府に要請した。 
その要請に基づき2008年9月に詳細計画策定調査を実施し、プロジェクトの基本計画、実施体制、

双方の責任分担等について協議議事録（M/M）に取りまとめ、ドミニカ共和国側と合意した。詳
細計画策定調査での合意を基に、2009月2月25日に討議議事録（R/D）の署名を了した。 
 
１－２ 調査の目的と実施方針 

（1）2005年から2007年に行われた開発調査の結果をふまえ、ドミニカ共和国における廃棄物管
理M/Pの実施状況の確認、分析を行い、先方の要請内容、本格協力の骨子、妥当性を確認する。 

（2）上記内容を反映したプロジェクト目標、成果、活動及び投入の協議を行いプロジェクト・
デザイン・マトリックス（PDM）（案）、管理計画（PO）（案）、R/D（案）を作成し、M/Mを
署名する。 

（3）（特に開発調査との相違点を中心に）技術協力プロジェクトのスキームについて理解を得る。 
 
１－３ 調査内容 
（1）M/Pの実施状況、現状の課題確認（特に、M/P提言に対する先方の取り組み状況を確認する） 
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（2）進行中、計画中の類似・関連プロジェクト（他ドナー、NGO含む）の確認。さらに、これ
らの状況のなかで、日本の支援を必要とし、かつ日本の協力が可能な事項を明らかにする。 

（3）要請背景、先方の要請内容の確認（目標、成果、活動、実施体制、先方・日本の負担等） 
（4）先方機関の要請内容に関係する、廃棄物管理状況の情報収集及びキャパシティアセスメント 
（5）JICA技術協力プロジェクトのスキームに関する説明 
（6）現地踏査（最終処分場等） 
（7）PDM、POに関する協議 
（8）M/Mの協議・署名 

 
１－４ 調査団員 

 担当分野 氏  名 所  属 

1 団長/総括 天野 史郎 JICA 国際協力専門員 

2 協力企画 柏村 正允 
JICA 地球環境部環境管理グループ 
環境管理第二課職員 

3 廃棄物管理 村山 彰啓 株式会社廃棄物政策研究所 取締役 

4 評価分析 羽地 朝新 株式会社日本開発サービス 調査部主任研究員

 
１－５ 調査日程 

No. 月日 曜日 
団長/総括 

（天野史郎） 

協力企画 

（柏村正允） 

廃棄物管理 

（村山彰啓） 

評価分析 

（羽地朝新） 
備考 

1 9月13日 土   
成田発 

ニューヨーク着 
 

2 9月14日 日   
ニューヨーク発 

サント・ドミンゴ着 
 

3 9月15日 月   

午前：JICAドミニカ共和国事務所と

の打合せ 

午後：サント・ドミンゴ特別区区役所

との打合せ（スケジュール確認

等） 

 

4 9月16日 火   

午前：PCMワークショップ 

午後：サント・ドミンゴ特別区環境管

理・都市清掃局及び収集担当部

局との協議（事前質問への回答

の確認及びインタビュー） 

 

5 9月17日 水   

終日：サント・ドミンゴ特別区環境管

理・都市清掃局及び収集担当部

局との協議（事前質問への回答

の確認及びインタビュー） 

 

6 9月18日 木   

午前：ドゥケサ最終処分場訪問、イン

タビュー 
 



－3－ 

午後：市内リサイ

クルディー

ラーへのイ

ンタビュー

午後：SABAMAR

プロジェク

トへのイン

タビュー 

7 9月19日 金   

終日：民間収集業

者へのイン

タビュー 

午前：他ドナー米

州開発銀行

（IDB）へ

のインタビ

ュー 

午後：他ドナー欧

州 連 合

（EU）、汎

米州保健機

構（PAHO）

へのインタ

ビュー 

JICA本部、事務所

への中間報告 

8 9月20日 土 
成田発 

ニューヨーク着 
 

9 9月21日 日 

ニューヨーク発 

サント・ドミンゴ着 

団内打合せ 

資料整理、団内打合せ 

 

10 9月22日 月 

午前：JICAドミニカ共和国事務所との打合せ、サント・ドミンゴ特別区区役

所表敬 

午後：天然資源環境省表敬 

11 9月23日 火 
終日：ADNへのサント・ドミンゴ特別区における廃棄物管理の現状に係るヒ

アリング及び「技術協力プロジェクト」スキーム説明 

12 9月24日 水 

午前：車両基地、中継基地、ドゥケサ処分場視察 

午後：ADNへのサント・ドミンゴ特別区における廃棄物管理の現状に係るヒ

アリング 

13 9月25日 木 
午前：プロジェクトフレームワークに係る団内打合せ 

午後：ADNとのプロジェクトフレームワークの協議 

14 9月26日 金 終日：ADNとのプロジェクトフレームワークの協議 

 

15 9月27日 土 
午前：オサマ川・イザベラ川岸貧困地区視察 

午後：ADNとの協議  

16 9月28日 日 終日：資料整理、M/M、R/D（案）、PDM（案）、PO（案）作成  

17 9月29日 月 

18 9月30日 火 
終日：C/Pとの協議〔M/M、R/D（案）PDM（案）、PO（案）協議〕  

19 10月1日 水 
午前：M/M署名・交換 

午後：在ドミニカ日本大使館及びJICAドミニカ共和国事務所への報告 
 

20 10月2日 木 
サント・ドミンゴ発 

サンサルバドル着 

サント・ドミンゴ発 

ニューヨーク着 
 

21 10月3日 金 ニューヨーク発  

22 10月4日 土 

サンサルバドル地
方自治体廃棄物総
合管理プロジェク
ト終了時評価 日本着  
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第２章 サント・ドミンゴ特別区における廃棄物管理の現状 
 
２－１ 特別区における廃棄物管理体制 

２－１－１ 法的枠組み 
（1）国家廃棄物管理政策 

国家廃棄物管理政策は策定されていないが、2008年の大統領就任演説では、環境分野のな
かで特に廃棄物問題への取り組みが重点テーマとして取り上げられている。大統領演説で廃

棄物問題が取り上げられたことは過去に前例がないとのことであり、国家レベルで廃棄物問

題が重要な政策課題のひとつとして位置づけられている。 
 
（2）廃棄物管理に関する法律 

2000年に環境法（64-00；8月18日公布）が公布され、清掃事業を含めた廃棄物管理は市町
村の業務であることが初めて法律で規定された。なお、サント・ドミンゴ市（地方分権によ

り分割される前の旧市）だけは、1992年の500年発見祭のときに、廃棄物管理を市の業務と
することを、関係機関と取り決めていた。 
現在、国会の環境天然資源委員会ではWHO傘下の汎米州保健機構（PAHO）の支援のもと、

固形廃棄物一般法の法案が検討されている。この法案は、固形廃棄物の処理について、環境

負荷の面から規定しているもので、処理・最終処分に関する具体的な規定は定められていな

い。 
 
（3）特別区清掃条例 

特別区では、廃棄物総合管理計画（M/P）のアクションプログラムに示されたとおり清掃
条例を制定しており2006年に発布している。その内容は以下の項目から構成されている。 
① 固形廃棄物総合管理諮問委員会の構成 
② 都市清掃局の組織体制 
③ 民間セクターの参加方法 
④ 固形廃棄物の排出者分類（一般家庭、行政機関、事業所、工業） 
⑤ 街路清掃、貯留、排出 
⑥ 収集基準（車両、運搬） 
⑦ 中継基地における一般規定 
⑧ 最終処分場における一般規定 
⑨ 作業員の安全衛生規定 
⑩ 排出者別の料金設定 
⑪ 罰則規定、等 
この清掃条例が制定されたことにより、特別区内の廃棄物管理に関する法的枠組みが整備

され、この条例に基づいて業務が進められている。 
 
２－１－２ 廃棄物管理組織概要 
（1）ADNの廃棄物管理組織 

1）廃棄物管理組織 
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サント・ドミンゴ特別区区役所（ADN）の廃棄物管理は、都市清掃総局が所管してい
る。2008年9月に旧都市清掃局と機材交通局の収集車輌部門が統合し、現在の組織となっ
ている。組織の正式な承認は12月を予定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※この組織図は9月時点で入手した組織図であり、都市清掃総局以外にも統廃合が行われているが、この組織図には反映されて
いない。 

 
図１ ADN組織図 

 
2）所掌 
都市清掃総局の所掌は、直営収集業務、民間収集業者の管理、中継基地及びドゥケサ処

分場までの運搬、街路清掃を所管している。 
 
（2）国の関係所管 

固形廃棄物に関する国の管理組織は、天然資源環境省（SEMARENA）の環境行政次官局
が所管している。医療廃棄物の管理については、厚生省環境衛生局（DIGESA）が所管して
いる。 

 
（3）共同体（Mancomunidad） 

1）共同体の設置について 
2007年地方自治法の改正により、市町村間の共同体（Mancomunidad）の設置が可能と

なった。この共同体は、自治体とまったく同等の組織ではないが、予算をもち、処分場建

設の発注や、処分場を所有することができる。また、共通の目的があれば隣接していない

市町村でも共同体を組織することができ、共同体と民間企業の共同事業も可能となってい

る。 
2）サント・ドミンゴ共同体 
廃棄物管理に関する共同事業について、サント・ドミンゴ共同体が設立されている。2008

年7月に共同体の定款に関して特別区を含む周辺9市町村長（①特別区、②サント・ドミン
ゴ東市、③サント・ドミンゴ北市、④サント・ドミンゴ西市、⑤ペルド・ブランド市、⑥

区長

副区長

市議会

消防 

事務局

広報 

収入局

品質管理 
人材 

国際協力関連 

計画・制度開発 

市民安全

戦略計画

法律相談

監査

財政局 交通車両局総務局

都市活性 
市民教育局 

社会福祉局 

公共空間局都市交通局環境行政局都市計画局

人事局 都市清掃総局工事監督局 公共

サービス局

都市基盤局
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ロス・アルカリゾス市、⑦ボカチカ市、⑧サンアントン市、⑨バヨスアイナ市）が署名し、

現在承認手続き中である。初期の議長は特別区区長に決まっており、任期は2年である。
今後、ドゥケサ処分場の改善や更新、廃棄物管理事業の向上などが検討される予定である。 

 
２－２ 特別区の廃棄物処理概要 

２－２－１ 収集運搬 
（1）収集運搬体制 

1）収集区域 
特別区の面積は93.48km2（Junta Central Electoral,2006）で、収集区域は、選挙区と同じ3

つの区域に分けられている。 
 

表１ 特別区の収集区域ごとの人口・面積 

区域 人口 面積 

エリア1 340,024人 43.62km2 

エリア2 256,254人 38.28km2 

エリア3 384,375人 11.58km2 

計 980,653人 93.48km2 
人口：2005年データ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 特別区の収集区域図 

エリア 1 

エリア 3 

エリア 2 

収集基地 

中継基地 
コミュニティ業者 
収集地区 

オサマ川 

イザベラ川 サント・ドミンゴ東市 

サント・ドミンゴ北市 

サント・ドミンゴ特別区 
サント・ドミンゴ西市 
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2）収集主体 
① 家庭ごみ 
家庭系ごみの収集は、基本的に民間収集業者2社が担当している。エリア1及び3を

ADNサービス社が、エリア2をDSC社が担当している。エリア3には貧困地区があり、コ
ミュニティー業者による収集が行われている。また、民間収集業者では収集できていな

いところをADNがカバーしている。 
② コミュニティー業者 
エリア3のオサマ川・イザベラ川周辺地域は、貧困層が多く、家屋が乱立し、道が狭

いため収集車両が入れない地域がある。これらの地域はコミュニティー業者と呼ばれる

小さな収集業者が担当している。現在、ECOSAGUACIGUA社、ESCOBA社、ESAZURZA
社、FUNDSACO社、FUNDEMAPU社の5社がある。 
③ 事業所ごみ 
大きなサイズのごみ（建設系廃棄物、粗大ごみなど）や、多量排出事業者のごみ（集

合住宅、高層住宅など）は民間業者（LAU社、CTL社、NIN社、KLINETEC社）が収集
している。 
④ 市場ごみ 
市場のごみは、SERTEX社が担当している。 

⑤ 中継基地から処分場への運搬 
中継基地からドゥケサ処分場までの運搬は、SOINCA社とADN TRANSFER社が担当

している。 
 

表２ 特別区の収集主体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

タイプ ごみ

1 ADNサービス社 エリア１、３の収集
2 DSC社 エリア２の収集
1 LAU社
2 CTL社
3 NIN社
4 KLINETEC社

市場ごみ 1 SERTEX社 市場のごみ

1 SOINCA社
2 ADN TRANSFER社

1 ECOSAGUACIGUA社
2 ESCOBA社
3 ESAZURZA社
4 FUNDSACO社
5 FUNDEMAPU社

大通りごみ 1 緑色コンパクター（20ヤード車）

市場周辺のごみ 2 青色コンパクター（6ヤード車）

民間業者で収集できないごみ 3 レンタルトラック（50台）

民間業者

コミュニティー業
者 家庭ごみ

中継基地から処分場への運搬

エリア３の周辺貧困地区の
収集

中継基地から処分場への運
搬

建設系廃棄物、多量排出事業
者のごみ

民間業者のカバーできない
ところを収集

収集主体

家庭ごみ

事業所ごみ

ADN



－8－ 

（2）収集実績 
1）収集ルート・収集頻度 

M/P策定後、ADNは全市域の収集ルートを設定済みである。 
収集頻度は収集ルートごとに、毎日収集を行っているルートと、週3日収集を行ってい

るルートがある。収集頻度別の収集ルートの数を表3に示す。なお、ADNサービス社はこ
のほかに旧市街地域を対象に夜間収集ルートを6ルート設定している。 

 
表３ 収集頻度別収集ルート数 

 Daily 3day Total 

ADN service 51 30 81 

DSC 19 18 37 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※2008年9月時点での日平均値。数値は現地調査時にADN担当者から把握した数値であり、日平均値の集計期間が上グラフと異
なるため数値は符合していない。 

 
図３ 各収集主体別収集量 

 
 

 
ADN

644.16
35%

ADN Transfer
46.12

2%

ADN AU
16.88

1%

Sonica
108.00

6%
Klinetec

42.52
2%

LAU
31.59

2%

CTL
9.94
1%

Nin
24.96

1%

DNP
26.51

1%

ADN service
559.13

31%

DSC
320.81

18%

数値：ton/day
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図４ ごみのフロー図 

 
（3）車両基地 

1）概要 
車両基地は1万2,000㎡あり、土地はADNの所有となっている。周辺に4つの病院があり、

市街の中心部なので中継基地をこの車両基地に移転することは困難な状況である。現在車

両基地の土地利用方法について再検討が行われている状況であり、用地を半分に分け、ひ

とつは保健活動の場など清掃事業とは別の目的に開放する予定である。残りの半分の用地

を車両基地として活用する予定であり、現在中継基地で管理されている日本外交協会から

贈呈された30台の収集車（6ヤード車）の車庫と、部品を備蓄したメンテナンス体制を充
実させていきたいとの意向であった。なお、車両整備については記録していない。 

2008年9月に組織改編があり、都市清掃局と機材交通局のごみ収集部局が統合され都市
清掃総局となった。都市清掃総局局長のホセ・ミゲル氏の監督下になってから間もないた

め、これから場内の整理、人員整理を行う予定である。機材交通局は市役所内の予算確保

の順位が低く、予算不足で十分な整備ができなかったが、都市清掃局は予算の優先順位が

高く、統合により収集車輌等の機材整備に係る予算の確保が有利になった。 

 

家
庭
ご
み

ADNサービス社

DSC社

ADN

ドゥケサ

処分場

496ton/day
72ton/day568ton/day

382ton/day
65ton/day

317ton/day

1,608ton/day

22ton/day

コミュニティー
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154ton/day 146ton/day 8ton/day

中継基地149ton/day 381ton/day

事業所

ごみ

がれき

剪定枝

その他

民間業者

200ton/day

37ton/day

64ton/day

32ton/day

765ton/day

101ton/day

765ton/day
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写真１ 車輌基地 

2）収集車両 
2004年にごみの緊急事態が発生し、100万米ドルを投入し30台（3万米ドル/台）の収集

車（20ヤード車）を購入した。収集基地では古くなって使えない収集車もそのまま放置さ
れており、ここ4ヵ月の間に整理する予定である。 
この30台は中古車のため、使えないものも出てきており、現在6～10台が稼働中である。

中継基地が稼働したこと、収集業務の民営化が進んでいること等から大型車のニーズは少

なくなっており、いずれこれらの収集車をゼロにする予定である。減車に伴い、余剰人員

が発生するが、その対応は解雇も含めこれから検討する予定である。現在330名の職員が
いるが、100名前後まで人員整理する予定である。 

 
（4）中継基地 

1）概要 
中継基地の敷地面積は約5,000㎡であり、トラックスケール1台、積み替え用投入ホッパ

ー3基、ショベルローダー3台がある。現在の形の中継基地は欧州連合（EU）の支援によ
り受入設備、トレーラー搬入路（地下式）、付帯設備（診療所、教室、公園など）などを

150万RD$（1$≒34 RD$）かけて整備し、2年前に本格稼働した。 
運転時間は午前7時から午後10時30分であり、市内で発生するごみの約50％が中継基地

に搬入される。中継基地では、市場で回収されたごみや、馬車で回収しているごみなどト

ラックスケールに登録していない小規模の車両のごみも受け入れており、その量は200ト
ン/日ある。 
日本外交協会から贈呈された30台の収集車（6ヤード車）は、中継基地を車庫としてい

る。車両基地は別にあるが、贈呈された当時はホセ・ミゲル氏の管轄外であり、確実に管

理するために中継基地を車庫とした。 
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写真２ 中継基地 

2）計量業務 
計量は1回計量であり、登録車両はあらかじめ車重が登録されている。計量データは月

ごとに集計し、収集業者に委託経費を政府系銀行経由で支払っている。委託業者がごみを

集めるほど収入が多くなるような契約形態となっている。 
計量時に、収集作業員からごみの種類（がれき、剪定枝、ごみなど）を聞き出し、別途

集計して、今後の対策に役立てようとしている。例として、ごみのなかで5～7％は建設工
事現場などから発生するがれきであり、今後は別途収集体制を整備したいとのことである。 

 
3）車庫 
日本外交協会から贈呈された30台の収集車両等の修理を行う修理場があり、車両整備を

行っている。コンパクターの電気系統の技術者が不足しており苦慮している。 
 
4）中継基地周辺の資源回収 
収集車両が中継基地に入る手前で、ウエイストピッカーによるインフォーマルな資源物

の引き抜き（主に金属）が行われている。直接の聞き取りでは、鉄は8RD$/kgで売れると
のことで、ウエイストピッカーの収入は300～500RD$/日程度である。ペットボトルは
2.5RD$/ポンド（1ポンド0.45kgで換算すると5.6RD$/kg、なお、ドミニカの最低賃金は
5,400RD$/月）。これらの資源抜き取りは、中継基地の搬入口が狭いため、大々的には行わ
れていない。 

 
5）コミュニティー施設 
中継基地と接した場所に、市が設置したコミュニティー施設がある。診療所、コンピュ

ータールーム（30台）、教室、薬局などがある。中継施設の職員や地域の人が利用できる
診療所があり、1日あたり20～30人の利用がある。中継基地の労働事故は過去に1件だけあ
った。コンピュータールームは、主に地域の子どもたちが利用している。このようなコン

ピュータールームは中央政府の事業で行われており、全国各地にある。 
これらのコミュニティー教室を対象に、環境教育をパイロット的に実施している。また、

収集職員のためのコース（収集職員の識字率が低く、基礎教育中心）、エイズ・婦人病な

どの保健プログラム、子どもたちへの基礎教育も実施している。今後、コミュニティー教

室での取り組みを活発にし、地域の子どもたちや市民、収集職員などへも教育プログラム
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をさらに充実していきたいとのことである。 
 
２－２－２ 減量化 
（1）リサイクル促進センター（RECYCLE ADN）活動状況 

M/Pでは2015年までに廃棄物を15％減量する目標が設定されており、廃棄物減量化推進の
ために2007年7月にADN都市清掃総局内にリサイクル促進センターが組織された。この組織
が局内の廃棄物減量・リサイクルに関する政策立案及び関連プロジェクトを承認・推進する

業務を所管している。センター長は都市清掃総局の副局長が兼務している。 
 
（2）新聞紙リサイクルプロジェクト 

リサイクル政策の立案として、新聞紙のリサイクルプロジェクトを立ち上げている。リサ

イクル促進センター長のヘレモセン氏は2006年に本邦研修（東京）に参加し、その成果とし
て、帰国後新聞紙のリサイクルに着目し、このプロジェクトを立ち上げている。 
再生工場としては、MOLDEADOSというベネズエラ、パナマで実績のある民間企業が再

生工場を特別区郊外の北部に設置し、新聞紙、OA用紙、印刷紙を原料として、紙製容器（卵
のパック、ファーストフードのトレイ）を製造している。 
同センターの調べではドミニカ共和国は新聞紙を1万9,000トン/年輸入し、特別区内で1万

1,000～1万3,000トン/年を消費している。そのうち3,000トン/年は売れ残った新聞や裁断く
ずとして回収されているが、約1万トン/年の新聞古紙がごみとして廃棄されており、この新
聞古紙を対象に回収事業を開始している。プロジェクトの活動内容は、リサイクル関連業者

との調整と、一般市民・一般企業（スーパーマーケットなど）への普及を行っている。活動

はアパートやデパートなどでの回収を実施しているが、まだ一部のところで始まったばかり

である。市民への活動の取り組み事例として、町内会を通じてアパートの住民に呼びかけ、

新聞紙の回収に取り組んでいる。特に収入の高い地域をターゲットにして新聞回収を呼び掛

けている。新聞紙の回収に対して住民に50米ドル/トンを支払っている。住民の直接参加が
難しい場合は、アパートの管理人に働きかけている。 
また、複数の地域を対象に、子どもたちに絵画コンクールを実施して入賞者の絵を収集車

両にデザインするといったイベントも行っている。 
今後は、日本の集団回収を参考に、コミュニティー単位で新聞紙を回収し保管する倉庫を

設置できればよいと考えている。 
M/Pには2010年に10％減量、2015年までに15％の廃棄物の減量化が目標として設定されて

いるが、具体的な品目については明確になっていない。ADNのごみ量は50万～60万トン/年
となっているが、そのうち新聞紙は1万トン/年あり2％程度に相当する。また、組成分析の
結果では全ごみの17％が紙ごみであり、プラスチックも相当入っており、リサイクルによる
減量化のポテンシャルは非常に高いと考えられる。 
なお、古紙のリサイクル関連企業として、モルアドス社がある。モルドアドス社はベネズ

エラ系の企業で、古紙から紙製容器を製造しており、工場は2001年に操業を開始した。新聞
紙、OA用紙の2種類の原料から紙製容器を製造しており、新聞紙が80％、OA用紙が20％の
割合である。原料供給について国内から80％で、20％は海外からの輸入でまかなっている。
国内での回収ルートが確立していないため、原料供給量が少なく、処理能力19トン/日に対
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して75～80％の稼働率となっている。紙製容器は卵パックとファーストフードの紙製トレイ
の2種類で、400トン/月を生産している。製品は、国内需要の100％をカバーし、米国、ホン
ジュラス共和国、ベネズエラ・ボリバル共和国、パナマ共和国、グアテマラ共和国、プエル

トリコなどに輸出している。 
国内の古紙の回収はアンビエンタル・アメリカ社が行っている。センター長の手掛けてい

る新聞回収プロジェクトもこの回収業者と取引している。古紙は1.2RD$/kgで買い取ってい
る。 
課題は、原料不足であり、今後、さまざまな活動を通じて古紙回収量の増加を行っていく

必要がある。 
 

  

写真３ アンビエンタル・アメリカ社（古紙回収業者） 

 
（3）関連プロジェクトの推進 

関連プロジェクトとして、現在カルフォルニアの民間企業からリサイクル工場を立地する

プロジェクトが提案されている。このプロジェクトは、貿易促進庁が進めており、同センタ

ーではこのプロジェクトを促進する役割を担っている。 
 
（4）コンポスト事業 

コンポスト事業についてM/Pで取り上げられているが、現在のところ有機ごみの回収やコ
ンポストの試作などの取り組みはほとんど行われていない。環境情報センターでは、ADN
に派遣されていたJICAシニアボランティア（下川氏）が公園の剪定枝と牛ふんを用いてコ
ンポストを試作した例があるが、現在、その活動は十分拡大されていないため、今後取り組

んでいく必要がある。 
 

（5）その他のリサイクル 
プラスチックのリサイクルについて、ADNに派遣されていたJICAシニアボランティアの

柏木氏が在任中に、プラスチックリサイクル工場について調べている。プラスチック工場は

サント・ドミンゴ西市にあり、ここではプラスチックを洗浄し、フレーク化、ペレット化を

行っており、国内のプラスチック成型加工場に利用されている。特別区内にはこのような再

生工場はない。 
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（6）エンドユーザーの状況 
上述のプラスチック工場、紙の再生工場に加えて、ガラス工場（ビヤータ・グラッセ）が

東部地区にあり、セメント工場は3工場ある。 
一方で、鉄鋼、アルミ工場は現在国内に存在しない。ドミニカ共和国政府は観光に力を入

れており、近い将来これらの基幹産業の工場が立地される予定はないとのことであった。 
 
２－２－３ 最終処分 
（1）ドゥケサ処分場の概要 

1）施設概要 
処分場面積は128haであり、稼働開始から13年経過している。処分場の敷地は2002年ま

では国の管轄区域であったが、2002年にサント・ドミンゴ北市に移管された。特別区のほ
かに、サント・ドミンゴ東市、サント・ドミンゴ西市、サント・ドミンゴ北市のごみを受

け入れている。2004年以前は、十分な管理がされず、計画的な埋め立てが行われていなか
った。2004年からブラジルの管理会社ラフーン社に管理が委託されており、現在はある程
度改善している。 
この処分場では約3,600トン/日のごみを受け入れているが、処分場管理者の話では、処

分場の残余寿命は10年間程度とのことであった。 
 

  

写真４ ドゥケサ処分場 

 
2）管理全般 
ブラジルの管理会社ラフーン社に委託して管理を行っている。ドゥケサ処分場の立地す

るサント・ドミンゴ北市とラフーン社が、10年間の管理委託契約を結んでいる。特別区や
他の市町村はラフーン社と個別に搬入に関する契約を結んでいる。ADNはラフーン社に
対して、トンあたり3.75米ドルを支払っている。毎月約650万RD$/月の支払いが発生し、
全市合計で約1,000万RD$/月をラフーン社に支払っている。 

 
3）稼働状況 
稼働日は年1回の休みを除いて、無休である。運転時間は午前7時から午後10時であり、

職員のシフトは2交代制で、第1部は午前7時～午後3時、第2部は午後3時～午後10時となっ
ている。現在埋め立てている区画は2区画ある。1つは晴天用の区画で、もう1つは雨天用
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の区画である。ドゥケサ処分場に搬入されるごみ量3,600トン/日のうち1,820トン/日は
ADNのごみで占める。処分場への搬入量は増加傾向にあり、2006年から2007年にかけて
5％ごみ量が増加した。また、今月の搬入量は前年比で10％の増加となっている。これは
経済が好況なこととハリケーンによるものと考えられる。 

 
4）計量器 
計量器は2基あるが、現在は1基故障中である。計量室にはオペレーター1名のほかに、

各市の職員が待機し、その場で各市のごみの搬入量を集計している。これは各市の会計処

理の透明性を高めるために実施している。計量は積載トンで記録しているが2009年1月に
新しい計量器をADNが購入し、24回払いでラフーン社が返済する予定である。 

 
5）処分場内の状況 
ドミニカ共和国の法律では空港の3km圏内には最終処分場の立地が認められていない

が、処分場建設後に処分場から2km離れた場所に新空港が建設されている。空港に近接し
ており、空港からの鳥（白サギ）対策を厳しく求められ、毎日覆土を励行しているとのこ

とであるが、現在稼働している両区画とも覆土が必ずしも十分とはいえない状況で、ごみ

が露出しているところもあった。埋立の終了した区画にはガス管が設置されていたが、埋

立中の区画にはガス管は設置されていない。遮水シートは設置されておらず、また浸出水

については貯留する池はあるが、十分処理は行われていない状況であった。 
 
6）スカベンジャー 
スカベンジャーは正確には把握していないが500名程度いるとのことである。訪問当日

は300名程度が資源物を回収していた。通常は金属を中心に回収しているが、訪問当日は
数週間前にメタル回収業者と何らかのトラブルがあり、メタルが売却できないため、段ボ

ール、プラスチックを中心に回収していた。 
処分場のスカベンジャーの回収している資源の買い取りについては以下のとおりであ

る。 
・段ボール：0.7RD$/kgで買い取り、1.5RD$/kgで他業者に売却（輸出） 
・プラスチック：きれいなものは2RD$/ポンドで買い取り、4RD$/ポンドで他業者に売
却され、汚れたものは1RD$/ポンドで買い取り、洗浄後4RD$/ポンドで売却 
・古紙：1RD$/kgで買い取り、2RD$/kgで売却（新聞紙再生工場） 

 
7）資源物買取所（アプローチ道路入口） 
アプローチ道路入口に、インフォーマルな資源物を買い取る業者がいる。収集職員がご

みから抜き取った資源物を買い取っている。主な買取品、価格は以下のとおりである。 
・金属20RD$/ポンド（1ポンド0.45kgとすると44RD$/kg） 
・ビン25RD$/米袋 
・プラスチック4RD$/ポンド（1ポンド0.45kgとすると8.8RD$/kg）。プラスチックは4RD$/
ポンドで買い取って、6RD$/ポンドで売却している。 
なお、収集車1台あたり2、3袋分の資源物を売る程度で、大がかりな資源の抜き取りは



－16－ 

行われていない。 
 
8）CDMプロジェクトについて 
場内メタンガス回収のクリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトの申請が行われ

ているが、環境省の承認待ちの状態で、まだ具体的なプロジェクトは動いていない。 
 
9）アプローチ道路 
幹線道路から処分場までのアプローチ道路は約2.2kmあり、未舗装のため通行に支障を

きたしており、収集車両の故障の原因ともなっている。共同体事業での舗装も検討されて

いる。 
 
（2）共同事業体の取り組み 

現在、ドゥケサ処分場を利用している5市町村を含む周辺9市町村が参加したサント・ドミ
ンゴ首都圏共同体を組織し、アプローチ道路の舗装も含めたドゥケサ処分場の改善方策が協

議されており、今後、処分場の移転の可能性、新規処分場建設の協議も行われる予定である。 
上記に述べたとおり、ドミニカ共和国の法律では空港の3km圏内には最終処分場の立地が

認められていないが、処分場建設後に2km圏内に新空港が建設された状況である。ADN及び
処分場の管理者に移転の可能性について確認したところ、新空港建設当初は処分場からの煙

害や鳥の影響も懸念されていたが、現在まで大きな影響が生じていないことから、移転に関

する要望は現在では以前より少なくなってきており、処分場の残存年数や代替場所の確保の

問題から、本プロジェクト期間中に移転する可能性はきわめて低いとのことであった。 
 
２－２－４ 財政状況 
ごみ手数料はADN収入局が民間業者へ委託して徴収している。ADN収入局は、そのほか水道、

電気などすべての料金を徴収している。 
 
（1）徴収方法 

1）料金設定 
手数料の料金設定は法律で上限が設定されているため、手数料収入は清掃事業に係るす

べてのコストをカバーできていない状況である。1991年に一般家庭のごみ手数料（25～
50RD$/月）が定められ、94年には事業所の手数料が法律によって制定された。一般家庭
での手数料はその後部分的な改正が行われ、現在は200RD$/月が上限である。しかし、清
掃事業の全コストをカバーするためには800RD$/月が必要であるため、コストをすべてカ
バーすることはできていない状況である。 
手数料の料金設定は、ADNの委員会で決めている。都市清掃総局は委員会にコストデ

ータを提供する。一般家庭ごみは5つのクラスに分けて料金を設定している。各家庭のカ
テゴリーの決め方は、7項目の評価表があり、スコアを採点し、カテゴリーに区分される。 
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表４ 家庭ごみのごみ手数料 

カテゴリー 料金（RD$/月） スコア 

R－1 50 10～28 

R－2 100 29～44 

R－3 125 45～59 

R－4 175 60～66 

R－5 200 67～73 

 
事業所ごみの料金設定は、建屋面積に応じて手数料を設定している。そのため、教会な

ど面積の大きいところの料金が高く、ごみを多量に排出しているレストランなどは割安に

なっている。今後は、できるだけごみの従量制を導入していきたいとのことであった。 
 

2）領収証の発行 
ごみ手数料を徴収する際には領収証を発行する。領収証には、ごみ手数料、ごみ処理コ

スト、補助金（税負担）を表示する義務がある。徴収額＋補助金＝コストとなり、差額は

税負担で補っている。 
現在は、ごみ手数料は単独で徴収しているが、水道料金は徴収率が85％と高いことから、

将来的に水道料金や電気料金とセットで徴収したいと考えている。また、銀行からの自動

引き落しも検討していきたいと考えている。なお手数料徴収は、民間業者（Triplea社；水
道料金徴収と同じ会社）が行っている。現在人口の12％がコストの50％を支払っている。
徴収人口の拡大を図るとともに、延滞金を課すなど徴収率向上をめざしていく予定である。 

 
3）中央政府からの補助金 
ドミニカ共和国では中央政府の税収の8％を市町村に分配するしくみになっている。各

市町村では、この補助金を充当できる割合が定められている。25％が人件費、40％インフ
ラ投資、4％が医療・教育である。ADNに中央政府から支給される補助金は300万米ドル/
月である。 
区内部の予算要求について、都市清掃総局は優先順位が最も高く100％予算が認められ

る。ただし、年々コストが上昇しており、経営改善が必要となってきている。そのために、

収集サービスの質を向上させ手数料徴収率を向上させるとともに、多量排出事業者からの

徴収額を増加させていきたい。 
 
（2）徴収実績 

2002年に特別区として、ごみ手数料の徴収を開始した。その時点で2,000人から100万RD$/
月を徴収した。2008年現在では2万2,000人から1,800万RD$/月を徴収している。4年間連続し
て徴収額は増加している。 
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徴収にあたっては、特別区を13地区に区分し、地区ごとに徴収を行っている。地区により
徴収率が異なり、№7の地区では5月の時点で81％の徴収率となっている。現在の収入額は前
年比で22％の増加となっている。年々徴収額が増加しているのは、区民の収集に対する満足
度が上昇していることを裏づけている。 

 
表５ ごみ処理手数料の請求額及び徴収額 

 
 
 
 
 
 
 

2008年7月データ（ADN収入局調べ） 

 
多量排出事業者に対する手数料は、建物面積をベースに設定している。そのため、レスト

ランなどでは設定された量より多いごみを排出している例もあり、今後改善が必要である。

多量排出事業者の収集は現在250ヵ所で実施されているが、将来的に500ヵ所に拡大する予定
である。その際に、実際の排出量に応じた料金体系に変更していきたいとADNでは考えて
いる。そのためには、パナマで実施されているように、収集業者を許可制にして、中継所や

処分場に投入した際に課金する制度に改めたい。現在は、区が委託する形をとっており、区

が搬入量に応じた経費を収集業者に支払っている状況である。 
 

一般家庭 その他 一般家庭 その他 一般家庭 その他

1 13,008,731   8,056,217   9,596,133   4,909,934   73.77% 60.95% 68.86%

2 5,257,679     2,337,419   2,384,440   765,220      45.35% 32.74% 41.47%

3 3,010,407     2,688,924   165,220      666,591      5.49% 24.79% 14.59%

計 21,276,817   13,082,560 12,145,793 6,341,745   57.08% 48.47% 53.81%

請求額 徴収額 割合
エリア 合計

0

10,000

20,000

30,000

0

4,000,000

8,000,000

12,000,000

16,000,000

20,000,000 徴収件数

RD＄/月

徴収件数

徴収金額

図５ ごみ処理手数料徴収金額の推移 
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（3）苦情窓口 
区民のごみ収集に関する相談窓口は、収入部のコールセンターが対応している。苦情がも

ちかけられた場合、ただちに都市清掃総局に通知し、24時間以内に現場の問題解決にあたる。
同じ人から2回以上苦情があった場合には、慎重に対応している。 
コールセンターは、領収証の発行や臨時リクエスト収集の受付も同時に行っている。手数

料の支払いと苦情相談が同じ部署で行われているので、収集サービスの向上に寄与している。

また、ごみの排出方法等の相談窓口も兼ねており、週に15～25件程度の苦情がもち込まれる
とのことであった。 
ごみが集積した場所について、区民からクレームがきた場合、区の責任で回収している。

一方で都市清掃総局の職員がごみの収集、排出状況等についてパトロールを行っているが、

パトロール中に空き地などでごみの不法投棄を発見した場合、罰則の対象になるとのことで

ある。ただし、現在まで罰金を適用したことはない。 
 
２－３ 特別区における廃棄物管理その他情報 

（1）環境情報センター 
1）沿革 
特別区の環境情報収集及び普及啓発を実施する目的で2005年10月に設立された。ADN環

境行政局内に組織されており、都市清掃総局とは別の部局になる。現在の職員は9名である。 
なお、中央政府の教育省において環境教育を教育の柱のひとつとしており、教育省を通

じて学校関係者との連携事業は容易に実施できる状況にある。開発調査における住民啓発

のパイロットプロジェクトにおいても、同センターは大きな役割を果たした。 
 

  

写真５ 環境情報センター 

 
2）環境教育に係る活動 
① 高校生教育プログラム 

学校での環境教育プログラムを実施している。高校は4年制で、3、4年生は社会奉仕を
60時間行うことになっており、そのなかに環境教育研修も含まれている。400名の生徒が
この研修を受講している。 
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② ごみ管理ガイド 
ごみの管理ガイドの冊子を作成し、まず小学校の先生を対象にセミナーを行い、関心

をもった先生が児童に教える。また父母会、職員に普及活動を行っている。このプログ

ラムは昨年から開始し、私立学校でこのガイドを使った研修が行われた。また、国立学

校でも取り組みが行われている。 
 
③ その他の活動 

学校周辺の植林、コンポストづくり、紙を回収して売却するといった活動を開始して

おり、現在1ヵ所で実施している同事業を5ヵ所に拡大する予定である。これらの取り組
みは都市清掃総局と連携して活動している。並行して、学校関係者と環境委員会を設置

し、ガイドを作成中である。夏休みを利用して、紙すき教室、廃油の石鹸づくりなどを

行い、受講した児童には手作りの紙で作った修了証を発行している。これらの活動は以

前ADNにいたJICAシニアボランティアの下川氏の尽力により活動の基盤が整備されたこ
とが大きい。 
また、3ヵ月ごとに情報誌を発行し、6ヵ月ごとにイベントを実施するなど、定期的な

活動を行うとともに、他のイベントでの展示ブースの開設といった活動も行っている。 
これらの活動の結果、マスメディアを通じて廃棄物管理、環境教育に関する市民の関

心も高まっており、学校や教会などからプログラム参加の希望も増えている。 
 

3）環境教育関係者のネットワーク強化［日向氏（JICA青年海外協力隊）の活動］ 
動物園、植物園、水族館、廃棄物など環境教育活動を実践している人と共有する場をつ

くり、異なる分野の人たちと横断的に協力しあう活動を開始したところである。 
 

4）環境情報の提供 
大気、水質、騒音等の環境情報についてデータを集積し、周知することを目的に今年か

ら活動を開始している。環境モニタリングなど基礎データが不足しているため、そのデー

タ収集を行っている段階である。また、環境関連の書籍を閲覧できるサービスも提供して

おり、現在、インターネットによる閲覧を検討している。 
 

5）そのほかの活動 
交通関連の組織に働きかけ、車中からのごみ捨ての禁止について利用者への意識向上を

ねらいとした啓蒙活動を検討中であり、また、ファーストフードの廃油回収、石鹸等の再

利用についても検討している。 
 
（2）JICA集団・地域別研修の帰国研修員による活動 

JICA札幌国際センターで実施している「中南米地域廃棄物処理技術及び3R」等ドミニカ共
和国内で廃棄物管理に係るJICAの集団・地域別研修に参加した研修員は20名を超えており、
これらの研修員が帰国後、ドミニカ共和国内で定例会を開催している。また、帰国研修員が中

心となって東部市町村会に廃棄物管理に関するセミナーを開催するなど、帰国研修員が核とな

ってドミニカ共和国各地での廃棄物管理強化への取り組みが始まっている。ADNは開発調査
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のなかで、M/Pを作成し、また、帰国研修員の数も多いことから、廃棄物管理のノウハウを全
国へ普及させる立場にあるといえる。 

 
（3）医療廃棄物について 

1）法整備への取り組み 
開発調査以降の活動として、医療廃棄物の法的枠組みが不十分であったため、医療廃棄

物に関する法整備を重点的に行ってきた。現在、国会を通過し、大統領の承認を待ってい

る段階である。 
法律では、医療廃棄物の処理について責任分担が大まかに規定されているが、具体的な

役割については定められておらず、施行規則段階で規定することになると想定される。 
 
2）医療廃棄物対策の取り組み状況 
医療廃棄物の処理体制については、開発調査で実施したパイロットプロジェクト以降、

まだ具体的に進んでいない。なお、パイロットプロジェクトでは民間企業が医療廃棄物を

収集運搬し、ドゥケサ処分場の一部を医療廃棄物専用区画として、埋立処理する方法を採

用した。現在、医療廃棄物を収集運搬する企業は1社しかいないため、すべての医療廃棄物
を収集運搬する能力が不足している。なお、医療廃棄物の収集運搬、処理に関するADNと
DIGESAの役割分担について、法的な枠組みがなかった当時に覚書を取り交わし、収集処理
の主体はDIGESAが担当することになっている。 

 
3）今後の動向 

DIGESAでは医療廃棄物の処理体制を整備していかなければならないが、現状では十分進
んでいない状況である。サント・ドミンゴ共同体の動きには非常に関心をもっており、ド

ゥケサ処分場の改善や新処分場の建設計画において、医療廃棄物の処理体制もあわせて整

備していきたいと考えている。また、（本プロジェクトでは対象外であるものの）今後JICA
に対して、医療廃棄物処理について支援を要請していきたいとも考えているとのことであ

った。 
 
（4）オサマ川沿岸の廃棄物による汚染 

オサマ川沿岸には貧困地区が存在し、丘陵地帯に家屋が乱立し、また、沿岸部にも住居があ

り、ごみの収集が困難な地域である。これらの地域の住民は、ごみを家屋近くに投棄すること

が常態化しており、降雨の場合、これらのごみはオサマ川に流出し、ごみによる汚染の原因と

なっている。貧困地区ではコミュニティー業者により、収集を開始した地域もあるが、幹線道

路から遠い河川沿岸部では依然として収集サービスが行き届いていないところがある。これら

の住居は不法滞在している世帯も多いため、行政側だけの問題でなくそこに居住している住民

の問題でもあり、早急な解決は困難と考えられる。また、オサマ川沿岸は特別区のほか、サン

ト・ドミンゴ東市、サント・ドミンゴ北市の市境でもあり、これらの市町村と連携した取り組

みも必要となっている。 
現在ADNでは、本課題を最重要課題と位置づけ、その対策について検討を始めたところで

ある。河川に漂流したごみの清掃、ごみの投棄場所からのごみの撤去、コミュニティー業者に
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よる収集サービスの試み、住民への啓蒙活動などを検討中とのことである。 
 

  

写真６ オサマ川・イザベラ川沿岸 

 
（5）JICA開発調査「ドミニカ共和国CDM事業促進調査」との関連 

JICAの開発調査として、ドミニカ共和国内のCDMの可能性を調査することを目的とした開
発調査「ドミニカ共和国CDM事業促進調査」が実施されている。現在、廃棄物処分場からの
メタンガス回収、有機廃棄物のコンポスト化事業、小水力発電、省エネルギーなどさまざまな

分野のCDMの可能性をレビューしている。廃棄物管理に係るCDMプロジェクトの可能性につ
いてもレビューしていることから、本開発調査の動向を確認しつつ、必要に応じて連携を図っ

ていくことが重要である。 
 
２－４ M/Pの実施状況 

２－４－１ M/Pの概要 
（1）目的 

「廃棄物総合管理計画」（M/P）は、「持続的な廃棄物サービスの実現」をねらっており、
以下の目的を有する。 
① 市民の健全な生活環境を維持するために、ごみを収集する。 
② 環境に配慮した方法で、ごみを処分する。 
③ 廃棄物管理への負担及び資源保護のために、ごみを削減する。 
④ 財務的自足性を高めるために、効率的なサービスを提供する。 

 
（2）対象範囲 

対象地区 ：特別区 
対象期間 ：2007年～2015年まで（第1段階：2007～2008年 第2段階：2009～2011年 第

3段階：2012～2015年） 
対象人口 ：約100万人 
対象廃棄物 ：一般家庭、事務所、商業施設、小規模工場、公共空間にて派生する非有害

の都市廃棄物 
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（3）目標 
表６ M/Pの目標 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
（4）M/P 

表７ M/P 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現況 第1段階 第2段階 第3段階

2005 2008 2011 2015
0 人口 980,653 1,023,176 1,067,543 1,129,706
Ⅰ 主要指標

収集率（重量ベース） 95% 98% 100% 100%
収集率（人口ベース） 90% 95% 100% 100%
収集サービス品質 低い 高い 高い 高い

最終処分 ドゥケサ ドゥケサ ドゥケサ ドゥケサ

減量化 7% 8% 10% 15%
Ⅱ ごみフロー（ton/day）

潜在発生量 1,529 1,595 1,664 1,761
発生抑制 0 16 33 53
発生量 1,529 1,579 1,631 1,709
排出 1,489 1,538 1,547 1,527
自家処理 7 7 7 8
発生源リサイクル 33 34 77 174
収集 1,412 1,499 1,546 1,526
直接輸送 996 1,057 1,094 1,503(0)
中継輸送 416 442 452 440(1,492)
直接搬入 1 1 1 1
違法投棄 76 38 0 0
コンポスト入り 0 0 20 51
コンポスト残さ 0 0 7 18
コンポスト製品 0 0 2 5
コンポスト化による減量 0 0 13 33
処分場搬入量 1,413 1,500 1,534 1,494
処分場での有価物回収 69 72 33 0
最終処分 1,344 1,428 1,501 1,494
減量化 109 129 164 268

段階

項目 第 1 段階 第 2 段階 第 3 段階 
2008 2011 2015 

収集率 95% 100% 100% 

最終処分 ドゥケサの改善 ドゥケサの改善
ドゥケサの改善あるいは

新規衛生埋立処分場 
減量化 8% 10% 15% 
財務健全性 30-50% 30-50% 30-50% 
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 ２－４－２ M/Pの実施状況 

M/Pでは、6つの戦略分野における具体的なアクションプログラムが示されている。それぞれ
のアクションプログラムには実施時期（第1～3段階）が示されている。 
調査団は、ADNからのヒアリングにより、現時点での各アクションプログラムの実施状況を

把握した。アクションプログラムと現時点での実施状況を表8に示す。法的基盤の確立、管理組
織の強化、収集サービス向上、財務の健全化等に集中的に取り組んできた結果、当初の予定以

上の成果が出ている一方、3Rなどごみ減量に関する取り組みがまだ十分に進んでいるとはいえ
ない状況である。 

 

Ⅲ 排出、収集、輸送

a. コンテナ数

市街地区 - 2,969 3,043 2,962
周辺地区 - 1,906 1,953 1,901

b. コンパクター数

市街地区 20yd3 - 63 65 63(53)
周辺地区 6yd3 - 40 41 40(40)

c. 中継基地 1(2)
Ⅳ 街路清掃

a. 街路清掃 人力

b. 街路樹剪定

Ⅴ 最終処分

a. 運営品質 低 中 中 高

Ⅵ 減量化

a. 発生抑制 - -
b. 発生源リサイクル - - 運転 運転

c. コンポスト - - 運転 運転

Ⅶ 費用

a. 年間費用（1,000US$） - 24,943 25,829 25,603(29,693)

ハリケーン災害の軽減

環境教育、従量性

1(既存)

人力

-
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表８ アクションプログラムの実施状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２－４－３ M/P実施における課題 

M/Pでは6つの戦略をもとにアクションプログラムを策定している。各戦略ごとの課題は以下
のとおりである。 

 
（1）法的基盤の確立（戦略1） 

M/Pでは、M/P実施を支える法的基盤を整備すると定められており、清掃条例を制定する
ことが示されている。すでに清掃条例は制定されており、特別区における清掃事業の法的基

盤は整備された。今後は清掃条例の普及、周知徹底が課題となってくる。 
 
（2）管理組織の強化（戦略2） 

M/Pでは、ごみ排出者である区民や廃棄物サービスを展開する民間セクター等が複雑にか
らみあう廃棄物管理システムをマネジメントするADNの組織を強化することとなっている。
清掃条例により清掃局の組織体制を明確にするとともに、都市清掃局では収集機材部を統合

することにより収集車両等の管理の一元化を図るなど、管理組織の強化に向けた取り組みが

行われている。また、民間収集業者との契約を2006年に更新し、役割分担を明確にしている。
今後は、統合した収集機材部の管理体制の整備や、民間収集業者に対する適正な契約の履行

についてが課題となってくる。 
 
（3）秩序ある収集サービス市場の確立（戦略3） 

M/Pでは、ADNの直営も含めて異なる収集業者が、同一地域で収集サービスを無秩序に展
開していたことから、これを改め、秩序ある収集サービス市場を確立するとなっている。 

M/P策定後、全地域における収集ルートを設定し、基本的に民間収集業者が収集すること
で役割分担が確立している。ただし、民間収集業者の実力不足から、決められた収集サービ

第1段階 第2段階 第3段階

2006-08 2009-11 2012-15 取組みが十分
進んでいるとは

いえない

ほぼ当初予定
通りに

進んでいる

当初予定以上
に

進んでいる

１．法的基盤の整備 101：基本的ルールの確立 清掃条例が施行される。 ◆ ○

201：ADN局レベルの連携強化 ADNの各部局の機能が明確になる。 ◆ ○

202：都市清掃局の組織改革 都市清掃局で、訓練された専門収集作業
員が必要要員数、業務に従事するように
なる。

◆
○

203：公社の設立 公社が設立される。 ◆ ○

301：収集サービスの類型と定義 様々なサービスが、それぞれ定義され類
型化される。

◆
○

302：収集ルートの設計 収集ルートが設計される。 ◆ ○

303：収集サービスの体制 収集委託業者との契約が改定される、ま
たは新しく作成される。

◆
○

304：契約監査システムの確立 ○

305：収集データマネジメントの拡大 ○

306：ADN直営収集の改革 ○

307：市民とのコミュニケーション ○

401：現況処分場の運営改善 ドゥケサ処分場の運営が改善される。 ◆ ○

402：用地選定 必要があれば新規処分場が建設される。 ◆
○

403：新規中継基地の建設と運営 必要があれば新規中継基地が建設され運
営される。

◆
○

501：発生抑制 環境情報センターによって、環境教育が
実施される。

◆
○

502：排出抑制 スーパーマーケット、商店や学校など
で、リサイクル活動が行われる。

◆
○

503：資源回収（コンポスト） 市場で発生する有機ごみを対象に、コン
ポスト化が実施される。

◆
○

601：収入の増加 ごみ収集料金の収集率が上昇する。 ◆ ○

602：支出の削減 ごみ収集料金の請求書送付及び徴収に対
する手数料支払(ADNからAAAへ)が減少す
る。

◆
○

603：貧困層に対する助成 ごみ処理料金を支払えない貧困層に対し
て助成が行われる。ごみ処理サービスに
対するADNの地方交付金からの支出額は
減少する。

◆

○

５．３Ｒの着手と拡大
生産者責任の適用

６．汚染者負担の原則
と貧困層への配慮

３．秩序ある収集サー
ビス市場の確立

４．サント・ドミンゴ
首都圏自治体間でのコ
ンセンサス形成

新しい収集サービスが実施される。 ◆

現時点での実施状況（2008年9月）

アクションプログラム 期待される成果

２．管理組織の強化
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スを実施できていない地域をADNがカバーしている実態があることから、今後民間収集業
者の体制強化が課題となっている。また、オサマ川、イザベラ川周辺エリアの貧困地区では、

乱立する家屋のため収集ルートが設定できない地域もあり、これらの地区ではコミュニティ

ー業者を育成し、きめの細かい収集サービスを提供することが課題となっている。また、台

風など自然災害により一時的に大量に発生する廃棄物の収集運搬体制の確保も課題として

あげられる。 
 
（4）サント・ドミンゴ首都圏自治体間でのコンセンサス形成（戦略4） 

最終処分に関して、ドゥケサ処分場の改善、新規処分場の建設など、首都圏全体の廃棄物

管理に係る事項に関してコンセンサスの形成を図る。M/P策定後、特別区を含む周辺9市町
村が首都圏共同体（Mancomunidad）を設置し、コンセンサス形成に向けた体制整備ができ
あがりつつある。現在はドゥケサ処分場の改善に向けた協議をスタートしたところであるが、

今後この共同体を中心に新規処分場の建設についても検討される予定となっている。 
 
（5）3Rの着手と拡大生産者責任の適用（戦略5） 

減量化を推進するために、まず3Rに関する環境教育を展開する。ついで、生産者がイニ
シアティブをとって容器のリサイクルなど減量化を展開することを促進する。 

M/P策定後、環境情報センターによる3Rに関する環境教育についていくつかの活動実績が
ある。また、都市清掃総局が中心となって、新聞紙のリサイクル事業に取り組んでおり、い

くつかのコミュニティーで新聞回収が開始されているところである。M/Pに示されているコ
ンポスト事業については、現在のところ十分な進捗はなく、新聞紙のほかにどの品目につい

てリサイクルが可能なのかといったリサイクルに関する基礎的な情報も不足している状況

である。また、拡大生産者責任について、生産者を巻き込んだ議論をするまでの下地ができ

あがっていない状況である。 
まずアクションプログラムに示されたコンポスト事業や環境教育を実践していくことが

当面の課題であり、拡大生産者責任に向けてリサイクル情報を把握し、今後展開していくべ

きリサイクル事業について基礎情報を収集することが課題となっている。 
 
（6）汚染者負担の原則と貧困層への配慮（戦略6） 

支払能力のある一般住民及び事業所には、排出するごみにかかる費用の負担を求める。し

かし、支払能力に欠ける貧困層には、現在同様、補助金の適用を図る。 
M/P策定後、ごみ処理手数料の徴収額は飛躍的に伸びてきているが、いまだに排出者責任

を理解していない区民も多くみられ、安易にごみを路上に出してしまうケースもある。また、

事業所のごみについて、現在のごみ手数料は従量制ではなく建屋面積から一律の負担を求め

ているため、排出者によるごみ排出の意識づけが弱い。建築現場で発生するがれきについて

も、街に不法投棄している実態もあることから、事業者に対する排出者責任を徹底させてい

く必要がある。 
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２－５ 他ドナーの支援状況 

他ドナーによるドミニカ共和国の廃棄物管理への支援として、2002年から2006年までに実施さ
れた欧州連合（EU）による「サント・ドミンゴ特別区の貧困層密集地での衛生環境プロジェクト
（SABAMAR）」及び米州開発銀行（IDB）による現在形成中の無償技術協力「東部地域の固形廃
棄物処分の問題における解決策の検討計画」が主要な動向として確認された。以下にドナー別の

ドミニカ共和国における支援状況を列挙する。 
 
２－５－１ 世界銀行（WB） 
世界銀行は基本的に①都市開発の観点からの廃棄物管理事業整備支援、②環境保全・公害・

環境汚染対策の観点からの廃棄物管理・処理に関するアプローチを実施しており、テーマとし

て「戦略・計画策定」「廃棄物管理組織・制度改善」「民間セクターとの連携」「廃棄物管理事業

財政改善」「環境管理」に関する取り組みを挙げている。JICAの開発調査において、WBのドミ
ニカ共和国における支援状況を以下のとおりに把握している。 
（1）観光地の固形廃棄物管理プロジェクト 

「Solid Waste Management in Tourism Centers Projects」として1999年よりプロジェクトの実
施に向け、プエルト・プラタ郡の3都市（Puerto Plata：サント・ドミンゴより陸路で北北西
約215kmの距離に位置する郡首都、ソスーア：Sosua、カバレテ：Cabarete）を対象に準備が
進められていたが、自治体の政権が交代したため、プロジェクトの実施が断念された。 

（2）ドゥケサ（Duquesa）最終処分場に対する協力 
ドゥケサ最終処分場に係りJICAが最終処分場の改善等における技術的な提言を行うこと

を前提に、CDMの枠組みを利用した同処分場におけるメタンガス回収を実施する意向を示
していた。 

 
２－５－２ 米州開発銀行（IDB：西語略BID） 

IDBのドミニカ共和国における2004年～2008年の戦略は、貧困削減を重要課題とし、①国の競
争力の向上及び持続可能な発展のための民間投資の障害の削減、②ガバナンスを考慮した行政

効率化のための透明性促進及び③社会要素として社会福祉に係る取り組みの効率化を図り、貧

困層の人間開発をめざした。 
インフラ整備の分野では、①道路整備と維持管理能力の向上、②上下水道整備の普及、③エ

ネルギーセクターの強化を重要課題として支援を行ってきた。一方、環境の分野では、水質保

全を目的とする灌漑システムの利用者による管理体制の構築、災害防止措置として沿岸・河川

流域の総合的管理に係る能力向上、及び廃棄物の適切処分方法の計画などを行ってきた。2009
年以降の戦略を築くために新政権と協議する予定である。以下に現在形成中の「東部地域の固

形廃棄物処分の問題における解決策の検討計画」について述べる。 
ドミニカ共和国の東部地域自治体連合（ADEME）の行政区域（9自治体、19都市：Punta Cana

等観光リゾート地区を含む）を対象に、日本特別基金（Japan Special Fund：JSF）の拠出で進め
られている無償技術協力として「東部地域の固形廃棄物処分の問題における解決策の検討計

画： Diseño de una solución para la disposición de los desechos sólidos en la Región Este
（ATN/JF-9291-DR）」が形成中であり、天然資源環境省（SEMARENA）の監督下でADEMEが実
施機関としてJSF基金70万米ドル、ADEME予算14万米ドル（合計約84万米ドル）によって以下
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項目を含む調査が行われる予定である。 
① 環境配慮型最終処分場の適正管理マスタープランの策定 
② 投資計画及び財政面での持続性のための体制構築における提言 
③ 固形廃棄物処分場の設計 
④ 最終処分場における浸出水の処理・地下水汚染防止工程の設計 
⑤ 廃棄物収集、運搬及び最終処分の各過程に伴う環境問題の防止・軽減策の提言 
⑥ 収集料金設定及び徴収方法における提言 
⑦ ステークホルダー分析 
⑧ 環境影響評価調査 
本調査は、コンサルタント選定プロセス中であり、サン・ペドロ・デ・マコリース市（San Pedro 

de Macorís：サント・ドミンゴより東方約70kmに位置する）を拠点として、2008年の11月に開始
する予定である。 

 
２－５－３ 欧州連合（EU） 

EUのドミニカ共和国における支援は、貧困削減という重点課題に基づいて、特にミレニアム
開発目標（MDGs）のターゲットとされている項目を重点的に支援するアプローチが実施されて
きた。その過程で、イサベラ川及びオサマ川の河岸地帯に居住する貧困層を対象に2001年から
2005年まで「サント・ドミンゴ首都圏の貧困層密集地での衛生環境プロジェクト（Saneamiento 
Ambiental de los Barrios Marginales de Santo Domingo：SABAMAR）」が実施された。同プロジェ
クトの主な成果を以下に示す。 
（1）中継基地改善プロジェクト 

特別区の北東部に位置するラ・スルサ地区（新市場近郊）の廃棄物の中継基地の効率的な

利用を目的とした施設の改善プロジェクトが2004年に発足し、計画の予定どおりに2005年9
月に竣工し操業が開始された。 

（2）貧困地区廃棄物収集改善プロジェクト 
零細業者へ小型オープントラックを供与し、当時は特別区の収集サービスが実施されてい

なかった貧困地区での収集サービスをモデル的に特別区内3地区、サント・ドミンゴ東市2
地区、サント・ドミンゴ西市1地区で実施した。EU の同業者への支援は2006年に終了した
が、エスコーバ（Escoba）と称するCommunity Based Organization（CBO、NPOとして法人格
を有する非営利団体）による小規模の廃棄物収集サービスが持続的に行われている。 

SABAMARにおけるカポティーヨ地区（Barrio de Capotillo）で、安全な水の確保、道路整
備支援、渓谷の清掃キャンペーンなどが行われ、CBOの結成に成功し、同地区の2万7,000
人を対象とした家庭廃棄物の収集サービスが行われている。収集された廃棄物は、上記のラ･

スルサ中継基地へ搬入され、最終的にはADNのコンテナトラックによって中継基地からド
ゥケサ最終処分場へ運搬・処分されている。エスコーバは財務的な健全性を維持し、収集機

材の更新のための財源を積み立てている模様である。さらに、余剰利益を利用して担当地区

の衛生環境の向上に資する活動を行っている。 
EUの今後のドミニカ共和国における取り組みはアフリカ・カリブ・太平洋圏国（ACP）

のなかで、2020年を目標とした、①ガバナンスの向上による民主主義の強化、②経済面及び
環境面における脆弱性の克服、③社会的発展による貧困対策のアプローチを考察する過程で、
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カリブ地域の共通した環境における重点課題として、土壌の劣化、森林の後退、水資源の不

足、過剰漁獲、生物多様性の喪失、廃棄物及び有害化学物質の管理、及び気候変動の問題を

取り上げている。更に、特にリスクマネジメントを通じた天災対策・管理能力の向上におけ

る支援を継続する予定である。 
 
２－５－４ ドイツ技術協力協会（GTZ） 
ドイツの2国間協力を担うGTZの廃棄物分野における技術支援は、①有害廃棄物、②都市廃棄

物管理、③廃棄物管理政策を重点課題として挙げている。 
GTZの特殊なアプローチとして人材のネットワークを構築し、GTZに所属する専門家集団と各

被援助国の関係プロジェクト構成員の連携を築いて、情報交換やフォローアップを行っている。

ドミニカ共和国を含むラテンアメリカ地域ネットワーク（Rural Development – Latin America and 
the Caribbean）では農村の総合的な発展をめざして構築されている。ただし、本調査のC/Pより
GTZによる廃棄物分野の案件について現在進行中ないし形成中のものは存在しないことを確認
した。 

 
２－５－５ 汎米州保健機構（PAHO：西語略OPS） 

PAHOは、WHOの傘下で米州全域を担当地域として、保健に係る情報の収集・公開や国際基準
の設定に資する取り組み、米州国間協力の推進、災害時緊急対策、感染症対策（痘瘡根絶、拡

大予防接種対策）、都市に住む人の健康を守り、生活の質を向上させるための取り組み推進を実

施している。 
PAHOは米州各国の衛生状況を監視し、その状況により技術的な支援を行う目的に沿って、上

下水道の整備状況や一般・有害廃棄物に係る管理能力の現状把握に努めている。前者上下水道

分野については1992年から1999年まで、米州各国の現状を把握する取り組みを行い、その結果
から技術的な提言を公表している。その後、同様に廃棄物分野でも一部実施したが、ドミニカ

共和国の当時の現状については情報が十分整備されていなかったため、ほとんど把握すること

ができなかった。 
一方、現在、国会で議論されている「固形廃棄物一般法」の素案に係り、国会の環境委員会

からその内容に係る意見が求められ、知見的な対応を行っている。 
また、ドミニカ共和国においては以下の支援アプローチをとっている。 

 
（1）小規模最終処分場の設計・運営管理技術の支援 

ドミニカ共和国での経験は豊富ではないが、一般廃棄物処分場の設計・工事指導の側面か

ら地方自治体の技術指導を行っている。最近の例としてサルセド郡（Provincia de Salcedo）
やヴィヤ・タピア村（Barrio de Villa Tapia：サント・ドミンゴより北方約160kmに位置する）
からの要請に対する技術支援を行っている。 

 
（2）廃棄物管理のためのガイドライン提供 

PAHOの傘下に衛生技術及び環境科学のためのセンター（Center for Sanitary Engineering 
and Environmental Sciences：CEPIS：ペルーのリマ市に拠点を置く）があり、衛生環境にお
ける科学・技術的な支援を行うための必読の資料を提供している。廃棄物分野に関しては以
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下のようなガイドラインを用意しており、これらを共有することで地域の固形廃棄物管理に

資する支援を行っている。 
① 都市清掃事業規制のためのガイドライン（料金設定を含む）、 
② 清掃事業における管理評価指数、 
③ 小規模衛生処分場の建設・操業ガイドライン、 
④ 危険廃棄物の定義及び分類のためのガイドライン、 
⑤ 清掃事業コスト試算用ソフトウェア（COSEPRE） 
 



－31－ 

第３章 協力概要 
 
３－１ ADNにおける廃棄物管理の課題 

第1章の「１－１ 要請の背景」で述べたように、開発調査の実施により特別区の廃棄物にかか
る基本計画（M/P）及び法的枠組み（清掃条例）が整備されている。また、本調査により以下の点
が明らかとなった。 
（1）サント・ドミンゴ特別区区役所（ADN）はパイロットプロジェクトを通して得られた知識・
経験を生かし、収集ルートの再設計及び再設計されたルートに基づく収集業務の実施、民間

収集業者との契約改善等について積極的に取り組み、効率的・効果的な収集サービスを独力

で展開できるレベルに達している。 
（2）M/Pでの計画に基づきコンセッション契約による民間委託を積極的に進め、現時点では約6
割の地域の収集サービスをADNの管理・監督及び技術指導のもとに民間収集業者が実施して
いる。 

（3）開発調査での経験を生かし廃棄物管理、財務管理に係るデータ収集・管理体制も独力で構
築しており、収集したデータに基づく財務分析、収集サービス向上によるサービス徴収金額

の増加等を通じた財務健全化にも取り組んでいる。 
一方で、本調査を通じて、M/Pで提案された改善提案のなかで、①廃棄物の減量化、②廃棄物の

排出等に係る住民啓発及び③収集・運搬車輌のメンテナンスについては未だ技術、知識、経験が

不足し、課題が解決できていないことが明らかとなった。 
①減量化については、古紙等一部の有価物において限定的にリサイクル事業が行われているも

のの、M/Pの目標のひとつとして掲げられている市場ごみ、剪定ごみに関する減量化の取り組みは
いまだ実施されていない状況である。 
②住民啓発については、廃棄物の排出場所、日時等の排出ルールについて住民に十分に周知す

る体制が構築されておらず、指定された場所、日時以外に廃棄物が排出され、散乱している地域

も多く見られる状況である。 
また、③車輌メンテナンスについては、故障・メンテナンス記録及び工具・スペアパーツの管

理体制が未整備である。 
以上の点から、本プロジェクトではM/PのなかでADNが自助努力で解決できていない課題である

①減量化、②排出に係る住民啓発、③収集車両管理に特化して支援を行うこととした。 
 
３－２ プロジェクト概要 

「１－５ 調査日程」のとおり2008年9月15日から10月1日までADNを中心としたドミニカ国側
関係機関との協議を行い、プロジェクトのフレームワークについて検討した。それらの協議の結

果に基づき2008年10月1日、M/Mを署名交換し、プロジェクト内容等について合意した。M/Mでの
合意に基づき、2009年2月25日、R/Dを署名交換し、日本、ドミニカ共和国双方の負担事項及びM/M
で合意した内容に基づく案件の開始について合意した。 
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３－２－１ プロジェクト名 
（和文） サント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理能力強化プロジェクト 
（英文） Project for Capacity Development on Waste Management in Santo Domingo National 

District 
 
３－２－２ プロジェクトフレームワーク 
（1）上位目標 

2015年までに総合廃棄物管理計画（改訂廃棄物管理M/P）における目標が実質的に達成さ
れる。 

 
（2）プロジェクト目標 

サント・ドミンゴ特別区の総合廃棄物管理システムが向上する。 
 
（3）成果 

1．ADNの廃棄物管理計画能力が強化される。 
2．車両メンテナンス及び住民啓発の改善を通じて廃棄物収集システムが強化される。 
3．廃棄物処分量削減のために3R（Reduce, Reuse and Recycle）が導入される。 

 
（4）活動 
【成果1】 

1.1 サント・ドミンゴ特別区における廃棄物管理全体の状況についてレビューし、取り組
むべき課題を把握する。 

1.2 統合廃棄物管理計画（M/P）の実践状況のレビューと分析を行う。 
1.3 M/Pにおける2011年、2015年の目標及び目標達成のためのアクションプログラムについ

て1.2に基づき改訂及び（必要に応じて）追加する。 
1.4 その他自治体の廃棄物管理計画における啓発ワークショップの教材を準備する。 
1.5 上記教材を利用して他の地方自治体を対象とした廃棄物管理計画に係る啓発活動及び

ワークショップを実施する。 
 

【成果2】 
2.1.1 ADNの車両メンテナンスの現状を把握する。 
2.1.2 車両メンテナンスシステムの改善計画を策定する。 
2.1.3 車両メンテナンスの手順を策定する。 
2.1.4 改善計画を実施する。 
2.1.5 2.1.4の実施状況を検証し、メンテナンス手順へフィードバックする。 
2.2.1 廃棄物の排出に係る現状を把握する。 
2.2.2 M/Pの成果を生かし、廃棄物の排出における改善計画を最新化する。 
2.2.3 廃棄物の排出における住民の認識向上のための教材を準備する。 
2.2.4 2.2.3で作成した教材を利用し2.2.2の改善計画を実施する。 
2.2.5 2.2.4の実施状況を検証し、改善計画へフィードバックする。 
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【成果3】 
3.1.1 古紙、ガラス、金属、プラスチック及び有機性廃棄物のリサイクル事業の現状を把握

する。 
3.1.2 上記有価物のリサイクルの可能性を把握する。 
3.2.1 3R導入プログラム実施計画を作成する。 
3.2.2 住民の認識向上及び3R促進のための教材を準備する。 
3.2.3 3R導入プログラムを実施する。 
3.2.4 実施状況を検証し、プログラムへフィードバックする。 
3.3.1 既存の古紙リサイクル事業の拡大のためのパイロットプロジェクト実施計画を作成

する。 
3.3.2 古紙リサイクルに係るパイロットプロジェクトを実施する。 
3.3.3 パイロットプロジェクトの結果を検証し、古紙リサイクルの拡大計画を策定する。 
3.4.1 （市場ごみ、剪定ごみを対象とした）コンポスト化に係るパイロットプロジェクト実

施計画を作成する。 
3.4.2 コンポスト化パイロットプロジェクトを実施する。 
3.4.3 パイロットプロジェクトの結果を検証し、コンポスト化事業の拡大計画を策定する。 

 
３－２－３ プロジェクト期間 
約3年間 

 
３－２－４ プロジェクトの実施体制 
本プロジェクトは特別区区長をプロジェクトダイレクター、特別区都市清掃総局局長をプロ

ジェクトマネージャーとしてプロジェクトを実施する。 
 
３－２－５ ドミニカ共和国側の投入 
（1）C/P及び研修員 

C/P及び本邦/第三国研修の研修員 
（2）必要な設備を備えた専門家用執務室 
（3）プロジェクト経常経費 

C/P及び研修員の人件費、普及事業（セミナー、ワークショップ等）の開催経費等 
 
３－２－６ 日本側の投入 
（1）専門家派遣 

・チーフアドバイザー／廃棄物管理 
・住民啓発 
・収集・運搬車両メンテナンス管理 
・廃棄物減量化／3R促進 

（2）C/P研修 
本邦及び/または第三国研修（減量化を含めた廃棄物管理に係る研修）を実施予定 
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（3）在外事業強化費 
専門家が活動を実施するための経費（国内移動費等）及び普及事業実施における会場費及

び教材作成にかかる経費を負担する。 
 
３－３ 実施上の留意点 

３－３－１ 開発調査と技術協力プロジェクトの事業内容、負担事項等の相違 
本技術協力プロジェクトは2005年の開発調査の実施機関と同じ機関に対して協力を行う。開

発調査ではM/P策定が主要な目的であったが、技術協力プロジェクトではプロジェクト・デザイ
ン・マトリックス（PDM）をもとに進捗管理を行うこと、通常実施機関が行っている廃棄物管
理のオペレーションの改善を伴うこと、またC/Pの投入等実施機関の負担もより大きくなること、
といった点で開発調査との相違がある。 
本調査においてその点には説明済みであるが、プロジェクトを実施する際には、実施機関に

対し技術協力プロジェクトの基本的な概念について十分に共有しておく必要がある。なお、プ

ロジェクト目標、及び各成果を達成するためにR/Dにおいて指定されたC/P以外からの協力が必
要になる場合もあることから、実施機関全体の協力が得られるように、実施機関全体に基本的

な概念の共有を図る。 
 
３－３－２ 首長選挙によるプロジェクト実施体制等への影響 
ドミニカ共和国では2010年5月から各地方自治体の首長選挙が実施される予定である。現時点

で、プロジェクトダイレクターである特別区の区長の動向については定まっていないとのこと

であるが、引き続き最優先に取り組むべき課題のひとつとして認識されていることから、仮に

区長が交代したとしても特別区における廃棄物管理政策に大幅な変更がある可能性は低いが、

首長選挙の動向について留意しつつプロジェクトを進める。 
 
３－３－３ ドゥケサ最終処分場の閉鎖・移転の可能性 
特別区の廃棄物を受け入れているドゥケサ処分場は北区に位置しているため今回の本プロジ

ェクトにおいては協力対象外である。また、ドゥケサ処分場近郊に新たに空港が建設されたこ

とから開発調査実施時には、ドゥケサ処分場の移転・閉鎖も考慮したM/Pが策定されていたが、
本調査における関係者へのインタビュー等からプロジェクト期間中にドゥケサ処分場が閉鎖・

移転する可能性は非常に低いことが明らかになったものの、ドゥケサ処分場周辺の再開発が進

み住宅の建設も始まっていることから、その動向については十分に留意する。 
 
３－３－４ コンポスト化のパイロットプロジェクト事業の用地確保について 
コンポストを実施する用地については、ドミニカ共和国が用地確保を行うことで、合意して

いる。現在では特別区内の公園を候補として考えているとのことであったが、確実に用地が確

保されるようにC/Pに働きかけ、その動向を注視する。 
 
３－３－５ 他のJICAの援助スキームとの連携 
現在環境行政に係るシニアボランティア（サント・ドミンゴ北市）が派遣されており、また、

JICA札幌国際センターにて実施している中南米地域別研修「廃棄物管理技術及び3R」のフォロ
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ーアップ事業（サンティアゴ市）が実施されていることから、ドミニカ共和国の国別事業実施

計画で定められている「環境保全と回復プログラム」の枠組みも考慮しつつ、これらの事業と

の連携も積極的に図っていくことが重要である。 
またADNに対し車輌メンテナンス技術［自動車整備（特に電子部品、電気系統の修理）］に係

るシニアボランティアの派遣の可能性についても検討されていることから、あわせてその動向

に留意していくことが重要である。 
また、現在ドミニカ共和国において開発調査「CDM事業推進調査」を実施しており、ドゥケ

サ処分場等の最終処分場からのメタンガス回収事業もCDM事業化可能性の調査対象の候補とな
っていることから、必要に応じて情報交換を行うことが重要である。 

 
３－３－６ 貧困地区における廃棄物管理への対応 
オサマ川、イザベラ川沿いに最貧困層が居住している地区があり、コミュニティ業者を通じ

て廃棄物の収集サービスが行われており、全体の約7割の廃棄物が収集されているものの収集所
の設置が困難であり、すべての廃棄物を収集できていないことや廃棄物が川に廃棄されている

ことから、特に川沿いに廃棄物が散乱している状態である。 
ADNもこの課題の解決を最優先事項のひとつとして取り組んでいるが、貧困地区が特別区以

外も含めて複数の自治体にまたがっていること、治安上の問題から専門家が貧困地区に入るこ

とができないことから本プロジェクトでは直接的に支援しないことで合意済みである。ただし

M/P改訂の過程で支援を要請された場合には、可能な範囲で本プロジェクトにおいてアドバイス
を行う必要がある。 
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２．討議議事録（R/D）、協議議事録（M/M）：英文 
 
３．討議議事録（R/D）、協議議事録（M/M）：西文 
 
４．協議議事録（M/M）2008 年 10 月：英文、西文 
 
５．収集資料リスト 
 
６．事前質問表と回答 

 



 

 

１．主要面会者リスト 
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サント・ドミンゴ特別区（ADN） 

Esmerito A. Salcedo Gavilan 特別区区長 
Jose Miguel Martinez Guridy 都市清掃総局総局長 
Miguel Germosén José  都市清掃総局技術局局長 
Eduardo Lantigua  収入局税制部長 
Anyelina Aquino Maldonado 環境行政局環境担当 
Evelyn Guerrero   環境情報センター担当 
 
環境・天然資源省（SEMARENA） 

Victor R. Vinas Nicolas  環境管理担次官顧問 
Porfirio A. Ortega  環境管理次官室環境保護局担当 
 
厚生省環境衛生総局（DIGESA）  

Luis Emilio Félix Roa  総局長 
Román Brache   労働衛生担当 
Raúl Rosario   医療廃棄物担当 
 
経済企画開発省（SEEPYD） 

Inocencio Garcia Favier    二国間協力局局長 
 
米州開発銀行  

Pablo Peña   ドミニカ共和国支部インフラ整備担当 
 
汎米州保健機構 

Carlos Morales C.  ドミニカ共和国支部環境衛生顧問 
 
民間清掃業者 

María Mercedes Henríquez DSC社操業部部長 
Andrés Ayala   ADN Service社社長 
 
日本大使館 

四宮 信隆   特命全権大使 
 
JICA 事務所 

吉元 清 所長 
篠山 和良 次長 
Huascar Pena ナショナルスタッフ 
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